
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

ｋｌ

207 台

ｔ－CO2

担 当 部 署 名

連 絡 先

担当部署

※
受
付
欄

所 在 地

電話番号

メールアドレス

ＦＡＸ番号

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｈ 運輸業，郵便業 

中分類 43 道路旅客運送業

主 た る 事 務 所
又は事業所の所 在地

川崎市

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

第３号様式

（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

（あて先）川崎市長

182-8567

東京都調布市仙川町二丁目19-5

小田急バス株式会社

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

代表取締役　早川　弘之

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

小田急バス株式会社

主 た る 事 業
の 内 容

一般乗合旅客自動車運送業

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

　川崎市地球温暖化対策等の推進に関する条例第１１条第１項の規定により、次のとおり提出します。



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 2022 年度　～ 2024 年度 （報告年度 2024  年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり

別添　指針様式第２号のとおり



指針様式第２号　　　　　　　　　（第１－２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 計画期間における温室効果ガスの排出の量等の状況

　 ア　温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2021 年度） （ 2022 年度） （ 2023 年度） （ 2024 年度）

（実） 4,271 （実） 7,643 （実） 7,967 （実） 8,034 （実） 4,143

（調） 4,271 （調） 7,643 （調） 7,967 （調） 8,034 （調） 4,143

（実） -79.0 ％ （実） -86.5 ％ （実） -88.1 ％ （実） 3.0 ％

（調） -79.0 ％ （調） -86.5 ％ （調） -88.1 ％ （調） 3.0 ％

　 イ　温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値（任意記載）

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

（ 2021 年度） （ 2022 年度） （ 2023 年度） （ 2024 年度）

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況等についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）（任意記載）

低燃費車を10両導入したがEV車両については導入を2026年度に持越しとなり、かつ猛暑の影響
で車内暑さ対策としてアイドリングストップ時間が短縮した事が要因と思われます。エコ運転
教育については、担当部署を配置し強化し、温室効果ガス排出低減に努めてまいります

計画期間における排出量増減等の評価
（第３年度の報告時に記載）

気温の高い期間が長く、また猛暑日も多く、思うよう
に排出量の削減に繋がらなかった。
次世代自動車の導入についても、航続距離の関係で導
入が遅れた事で大きな影響となった。

上記評価を踏まえた改善対策など
（第３年度の報告時に記載）

エコドライブ教育により、無駄な燃料の削減に努め、
次世代自動車の導入についても積極的に進めて、温室
効果ガス削減に努めてまいります

原 単 位 等 の 単 位

東京都内から川崎市内に営業所が移転し車両台数は増加したが、低燃費車の割合が多くなった
のが要因と思われます。引き続き、エコ運転等の教育を実施し、温室効果ガス排出低減に努め
てまいります。

今年度は、車両更新で低燃費車の導入が7両と予定より減少し、かつ夏季の猛暑期間が長く続い
た為、エアコンの使用が多くなったことが要因と思われます。エコ運転の教育を強化し、温室
効果ガス排出低減に努めてまいります。

排出量原単位
等 の 値

1.0381.054 0.9968 1.066 1.091

活 動 量 の 値

1.55.4 -1.1 -3.5
排出量原単位
等 の 削 減 率

目 標 排 出 量

t-CO2/千km原 単 位 の 活 動 量 走行距離

排 出 量
（ｔ-CO2）

削 減 率

目標とした値

4050 7667 7468 -7359



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第２面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の実施状況

 (１) 措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない装置を実施した場合は、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

排出量等においては、車両の状況を乗務員も含め社員全体で関心を持つ
ように心がけ、共有体制を整えることが出来たが、低燃費車両の導入が
思うように進まなかったため、今後の課題としていきたいと思います。

計画期間における取組の評価
（第３年度の報告時に記載）

○各担当部署での具体的な削減対策の立案及びそれらを検討する組織
  横断的な委員会の設置
　グリーン経営推進体制を基に委員会の設置を検討する。
○排出量の把握、整理、分析及び社内の情報共有体制の整備
　原単位をもとに、実態を把握し、情報の共有化に取り組めるように
  する。
○管理マニュアル作成、研修体制の整備
　年間の講習会に研修を取り入れる。
○低燃費車両の導入

     上記に対し、具体的に実施する。

〇各担当部署で削減対策についての検討会議を開催した。
〇グリーン経営を基に社内で燃費目標を掲げ毎月車両ごとの燃費表を掲示し情報共有をし
ている。
〇交通安全運動の際エコドライブ等の教育及び、訓練車両を使用して燃料削減について指
導している。
〇低燃費車両の割合を移籍により増加した。

〇各担当部署で削減対策についての検討会議を開催した。
〇グリーン経営を基に社内で燃費目標を掲げ毎月車両ごとの燃費表を掲示し情報共有をし
ている。
〇交通安全運動の際エコドライブ等の教育及び、訓練車両を使用して燃料削減について指
導している。
〇低燃費車両７両を導入した

〇各担当部署で削減対策についての検討会議を開催した。
〇グリーン経営を基に社内で燃費目標を掲げ毎月車両ごとの燃費表を掲示し情報共有をし
ている。
〇交通安全運動の際エコドライブ等の教育及び、訓練車両を使用して燃料削減について指
導している。
〇低燃費車両１０両を導入した

計　画

第１年度

第２年度

第３年度



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第３面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用等

　 ア　前年度における再生可能エネルギー源等の利用に係る検討状況

（追加検討を実施した場合は「〇」、追加の検討を実施していない場合は「×」を記載してくだ

さい。また、追加検討を実施した場合はその結果を記載してください。）

追 加 検 討
の 有 無

×

×

×

×

その他（ ）

その他（ ）

　 イ　再生可能エネルギー源等を利用した設備の導入状況・計画及び再生可能エネルギー源等の

価値の保有状況・計画

 (３) 前年度に実施したエネルギーの効率的な利用を図るための設備等の導入状況
（追加導入がある場合は「〇」、追加導入がない場合は「×」を記載してください。）

追加導入の有
無

追加導入の有無

× ×

× その他（ ）

× その他（ ）

設備等の種類

エネルギー管理システム
（FEMS、BEMS等）

導入(保有)年度

バ イ オ マ ス

未 利 用 エ ネ ル ギ ー

種類

再生可能エネルギー源
等 の 種 類

太 陽 光

風 力

検　討　結　果

概要(規模、場所など)

電気自動車等から建物等への給電
設備

EV、PHV、FCV

設備等の種類

電気自動車等への充電設備



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第４面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

なし

第１年度

なし

第２年度

なし

第３年度

なし

５　その他、地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

（各年度において、計画に記載がない措置を実施した場合、実施した内容の最後に（追加実施）と記載してください。）

計　画

１．事務用品、OA機器に対するグリーン購入の実施
２．廃棄物の減量化・分別化を実施
３．再生タイヤ使用によりCO2の削減
４．アップデート小田急
　小田急グループの経営理念『ＵＰＤＡＴＥ小田急』に向け、「かけがえのない時間」と
 「ゆたかなくらし」の実現に貢献します。グループ環境会議などを活用し、環境コミュニ
  ケーションの充実を図る。
５．グリーン経営認証取得
　地球環境保護の重要性を認識し、省エネ、環境保全を目指し、その一環として「グリーン
  経営」の認証を取得し、環境にやさしい取り組みを実施している。

第１年度

１．事務用品、OA機器に対するグリーン購入の実施
２．廃棄物の減量化・分別化を実施
３．再生タイヤ使用によりCO2の削減
４．UPDATE小田急の取り組み
５．グリーン経営認証取得

第２年度

１.事務用品、OA機器に対するグリーン購入の実施
２.廃棄物の減量化・分別化を実施
３.再生タイヤの使用によりCO2の削減
４．UPDATE小田急の取り組み
５．グリーン経営認証取得

第３年度

１.事務用品、OA機器に対するグリーン購入の実施
２.廃棄物の減量化・分別化を実施
３.再生タイヤの使用によりCO2の削減
４．UPDATE小田急の取り組み
５．グリーン経営認証取得



指針様式第２号　　　　　　　　　　（第６面）

７　基準年度からの温室効果ガスの排出の量等の推移（３号該当者等）

 (１) 自動車に係る温室効果ガスの排出量等

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

台 台 台 台

 (２) 車両の内訳

ア　車両の種別

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

台 台 台 台

 イ　燃料の種別

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

2 台 台 台 台 1.0 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

4 台 台 台 台 1.4 ％

162 台 台 台 台 75.8 ％

台 台 台 台 - ％

台 台 台 台 - ％

73 台 台 台 台 21.7 ％

※  低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

次
世
代
自
動
車

低
燃
費
車

162 160 157

2 2 2

4 3 3

第１年度

2

1

2

第２年度 第３年度基準年度

73 69 45

第３年度

台数

基準年度 第１年度 第２年度

ハイブリッド自動車

燃料電池自動車

天然ガス自動車

台数 台数台数

電気自動車

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

第３年度

4,271 7,643 7,967 8,034

基準年度 第１年度 第２年度

113 219 223 207

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

乗用自動車

特種自動車

車 両 の 台 数

上記以外

その他

ガソリン自動車
（上記を除く）

ディーゼル自動車
（上記を除く）

ＬＰＧガス車

その他（上記を除く）

最新年度
の比率

2 1 1

211

1 3 3

206 208 201

9

109


